
再生可能エネルギー導入事業のうち、地方公共団体等の積極的な参
画・関与を通じて各種の課題に適切に対応するものについて、事業化に
向けた検討や設備の導入に係る費用の一部を補助する。
支援の対象とする事業は、固定価格買取制度に依存せず、国内に広く

応用可能な課題対応の仕組みを備え、かつ、CO2削減に係る費用対効果
の高いものに限定する。

背景・目的 事業概要

事業スキーム

平成27年７月、我が国の2030年度の温室効果ガス排出削減目標を2013年
度比で26.0％減とする「日本の約束草案」が決定され、これを実現するため
の対策として、再生可能エネルギーの最大限の導入が盛り込まれた。
一方で、再生可能エネルギーについては、固定価格買取制度の利用拡大が
困難となる中、持続可能かつ効率的な需給体制の構築、事業コストの低減、
社会的受容性の確保、広域利用の困難さ等に関する課題が生じており、地域
の自然的社会的条件に応じた導入拡大は必ずしも円滑に進んでいない状況に
ある。
このため、こうした状況に適切に対処できる、自家消費型・地産地消型の
再生可能エネルギーの自立的な普及を促進する必要がある。

期待される効果

再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業（経済産業省連携事業）

事業目的・概要等

国 非営利法人

（補助率）
定額、1/2、2/3

地方公共団体等

（補助率）
定額

補助金

実施期間：平成28年度～32年度（最大5年間）

補助金

※民間事業者への補助は経済産業省（資源エネルギー庁）が実施。

事業イメージ（木質バイオマスの例）導入拡大への課題と地方公共団体による対応の例

課題と具体例 課題対応の例

持続可能かつ
効率的な需給
体制の構築

バイオマス、小水力、地
熱・温泉熱等の持続可能
な調達・利用、需要施設
とのマッチング

供給元から需要家までの供
給一貫体制の構築、まちづ
くりと一体となった需要と
供給の一致・調整

事業コストの
低減

事業適地の減少、土地賃
借料の上昇

公共施設への率先導入、公
共用地の提供、事業に係る
出資や固定資産税の減免

社会的受容性
の確保

周辺住民の理解の醸成、
農林水産業者や温泉事業
者等との調整 地域協議会の設置・運営を

通じた関係者の理解・協力
の増進自然環境との

調和

太陽光発電、風力発電、
地熱発電の導入に伴う景
観の保全

設備補助対象は、エネルギー起源CO２
の排出抑制に資する設備と付帯設備

平成28年度予算（案）額
6,000百万円（新規）

再生可能エネルギーの課題に適切に対応する、費用対効果の高い優
良事例を創出することで、同様の課題を抱えている他の地域への展開
につなげ、再生可能エネルギー電気・熱の将来的な自立的普及を図る。
（本事業によるCO2排出削減見込量は102,517t-CO2）

供給側の対策 供給側の対策 ボイラーの対策 需要側の対策

◆長期的な見通しに立
ち、年間を通した安
定した燃料需要を有
する需要家を地域内
で確保し、維持する

◆チップ供給業者の条件
とボイラー側の条件を
合致させる

◆最新のチップ規格に適
合したチップの供給体
制の確立を促す

◆地域内でのチップ等の
安定的な需要を確保し、
小口供給を可能とする

◆ボイラーの出力規模等を集
約化する

◆チップ規格に対応したボイ
ラーの生産等を促す

◆設備コストの高止まりを是
正するためボイラー等設備
のコスト上限を設ける

◆灰の処理など維持管理の容
易なシステムを導入する

◆福祉施設の給湯など高い稼働
率が見込める施設を対象

◆導入前に熱需要等の適切な把
握と設計を行う

◆チップ等供給事業者を分散し、
安定した燃料供給を確保する

◆初期コストの適正価格を共有
するとともに複数施設での一
括導入等によりコストを低減


